
１  重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券 時価のあるもの

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(3)固定資産の減価償却の方法

(4)引当金の計上基準
　賞与引当金
  退職給付引当金

（追加情報）

(5)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(6)消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　
科           目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　定期預金 36,000,000        -                 -                 36,000,000        
　投資有価証券 27,066,143,800    6,950,101,400     -                 34,016,245,200    
　作品 2,152,157,995     89,210,400        -                 2,241,368,395     

小計 29,254,301,795    7,039,311,800     -                 36,293,613,595    
特定資産
　運営積立資産 805,305,569       3,483,675         615,879,528       192,909,716       
　作品購入積立資産 50,000,000        50,000,000        -                 100,000,000       
　15周年記念事業積立資産 30,000,000        10,000,000        -                 40,000,000        
　40周年記念事業積立資産 20,000,000        20,000,000        -                 40,000,000        
　設備修繕準備資産 10,000,000        10,000,000        -                 20,000,000        
　駐車場整備準備資産 10,000,000        10,000,000        -                 20,000,000        

小計 925,305,569       103,483,675       615,879,528       412,909,716       
合計 30,179,607,364    7,142,795,475     615,879,528       36,706,523,311    

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

科           目 当期末残高 （うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産
　定期預金 36,000,000        (36,000,000) -                 -                 
　投資有価証券 34,016,245,200    (32,652,193,800) (1,364,051,400) -                 
　作品 2,241,368,395     -                 (2,241,368,395) -

小計 36,293,613,595    (32,688,193,800) (3,605,419,795) -                 
特定資産
　運営積立資産 192,909,716       -                 (192,909,716) -                 
　作品購入積立資産 100,000,000       -                 (100,000,000) -                 
　15周年記念事業積立資産 40,000,000        -                 (40,000,000) -                 
　40周年記念事業積立資産 40,000,000        -                 (40,000,000) -                 
　設備修繕準備資産 20,000,000        -                 (20,000,000) -                 
　駐車場整備準備資産 20,000,000        -                 (20,000,000) -                 

小計 412,909,716       -                 (412,909,716) -                 
合計 36,706,523,311    (32,688,193,800) (4,018,329,511) -                 

４  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 ^

（単位：円）　
科           目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　建物 456,749,075       87,992,621        368,756,454       
　建物附属設備 318,616,272       178,622,171       139,994,101       
　構築物 79,345,457        48,897,603        30,447,854        
  車両運搬具 8,049,350         4,704,843         3,344,507         
　什器備品 74,694,302        67,472,240        7,222,062         
　土地 445,133,588       -                 445,133,588       
　ソフトウェア 2,136,723         1,743,061         393,662           
　商標権 600,109           600,109           -                 
　出資金 10,000            -                 10,000            

合         計 1,385,334,876     390,032,648       995,302,228       

５  キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
(1)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

（単位：円）　

　現金預金勘定 196,458,867       　現金預金勘定 237,019,486       

　預入期間が3ヶ月を
  超える定期預金

-                 　預入期間が3ヶ月を
  超える定期預金

-                 

　現金及び現金同等物 196,458,867       　現金及び現金同等物 237,019,486       

(2)重要な非資金取引

財務諸表に対する注記

期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用している。

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用している。

職員の退職金の支払いに備え、退職金規程に基づく期末要支給額を計上している。

退職金規程の制定に伴い、当年度より退職給付引当金として同規程に基づく期末要支給額を計上している。
この結果、当期経常増減額及び当期一般正味財産増減額は、4,000,000円減少している。

前期末 当期末

該当なし 該当なし

当期末

　建物、建物附属設備、構築物、車両運搬具、什器備品、ソフトウェア、商標権については、定額法による減価償却を実施している。

職員の賞与の支払いに備え、賞与支給見込額の当年度負担額を計上している。

前期末


